
伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱 

 

平成２５年８月９日 

伊予市告示第１２０号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、県内で産出された木材（以下「地域材」という。）を使用して、

新たに住宅を建築しようとする者に対し、市が予算の範囲内で伊予市木造新築住

宅建築支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、地域

材の需要を喚起するとともに、木材の利用を通した森林林業の活性化、建築関係

産業の振興及び定住促進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「主要部材」とは、土台、大引
おおびき

、根太
ね だ

、通 柱
とおしばしら

、管柱
くだばしら

、

間柱、桁、はり、筋交い、小屋束
こ や づ か

、棟木
む な ぎ

、母屋
も や

及び垂木
た る き

をいう。 

 （補助金の対象となる住宅） 

第３条 補助金の交付対象となる住宅は、次の各号のいずれにも該当する住宅とす

る。  

(１) 地域材を主要部材に体積のおおむね５０パーセント以上使用し、かつ、居

住部分の延床面積が６６平方メートル以上の住宅 

(２) 市内に主たる事務所があり、かつ、建設業の許可（建築一式工事）を受け

ている者が建築する住宅 

(３) 在来工法（軸組工法）により建築される住宅  

(４) 申請年度中に完成が見込まれる住宅 

(５) 住宅完成保証制度その他の住宅完成を保証する制度を利用して建築される

住宅 

(６) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）を厳守して建築する住宅 

 （交付対象者） 

第４条 補助金の交付対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(１) 自ら居住するために市内に前条の対象住宅を新築する者  

(２) 市税を滞納していない者 

(３) 伊予市暴力団排除条例（平成２３年伊予市条例第３０号）第２条第３号に

規定する暴力団員等でない者 

 （補助金額） 

第５条 補助金の額は、住宅に使用する地域材の体積１立方メートル当たり１５,

０００円を乗じた金額とし、３００,０００円を上限とする。この場合において、

算出した額に１,０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 （補助金の交付申請） 



 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、伊予市木造新築住宅建築支援事業費

補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

 （補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請書を受理した場合は、その内容を審査し、必要に応じ

て調査を行い、補助金の交付の適否を決定したときは、伊予市木造新築住宅建築

支援事業費補助金交付（変更・中止）決定通知書（様式第２号）により、当該申

請を行った者に通知するものとする。この場合において、市長は、補助金の交付

の目的を達成するために必要な条件を付すことができる。 

 （補助事業の変更等） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、第６条

の規定により提出した書類の内容の変更をしようとするとき、又は交付決定を受

けた事業（以下「補助事業」という。）を中止しようとするときは、伊予市木造新

築住宅建築支援事業費補助金交付変更（中止）申請書（様式第３号）に関係書類

を添えて市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により補助事業の中止又は変更の申請があったときは、前

条の決定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求及び交付） 

第９条 補助事業者は、補助金を請求しようとするときは、伊予市木造新築住宅建

築支援事業費補助金請求書（様式第４号）を、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の請求があったときは、速やかに補助金を交

付するものとする。 

 （指導監督） 

第１０条 市長は、補助事業の実施に関して、必要に応じて調査し、指示を行い、

又は報告を求めることができる。 

 （交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金交付の決定を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既

に補助金が交付されているときは、その全部又は一部の返還を命じることができ

る。  

(１) この要綱及び補助金交付の条件に違反したとき。  

(２) この要綱により市長に提出した書類に偽りの記載があったとき。  

(３) 前２号に掲げる場合のほか、補助事業の施行について、不正な行為があっ

たとき。 

 （関係書類の保管） 

第１２条 補助事業者は、補助事業に係る証拠書類を整備し、補助事業終了年度の

翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 （その他） 



 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、市長

が別に定める。  

附 則 

この告示は、平成２５年８月９日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第４８号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和６年３月２７日告示第５４号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

 



 

様式第１号（第６条関係） 

 

伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付申請書 

 

年  月  日  

 

 

伊予市長         様 

 

 

住所 

氏名            印 

電話番号 

 

伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により、補助金

の交付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 なお、この申請に当たり、伊予市暴力団排除条例（平成２３年伊予市条例第３０

号）第２条第３号に規定する暴力団員等でないことを誓約するとともに、市長が必

要と認める場合には、調査することに同意します。 

 

記 

 

 

１ 補助金額         円 

 

２ 住宅の建築場所 

 

 

 添付書類 １ 地域材使用計画書（別紙１） 

２ 地域材使用率計算書（別紙２） 

３ 地域材納品証明書（別紙３） 

４ 地域材木造住宅建築証明書（別紙４） 

５ 工事請負契約書の写し 

６ 建築確認済証又は建築工事届 

７ 位置図 

８ 平面及び立面図 

９ その他市長が必要と認める書類 



 

（別紙１） 

地域材使用計画書 

 

１ 施工業者 

 住所 

 名称 

 代表者 

 電話番号 

 

２ 地域材の使用に関する事項 

 (１)木材使用量                ㎥ 

 (２)地域材使用量               ㎥ 

 (３)主要部材に対する地域材使用率       ％ 

 (４)住宅の延床面積              ㎡ 

 

３ 建築工事に関する事項 

(１)建築契約年月日       年  月  日 

 (２)工事着工年月日       年  月  日 

 (３)上棟予定日         年  月  日 

 (４)工事完了予定年月日     年  月  日 

 (５)住宅検査希望日時      年  月  日  時 

 

４ 地域材納材業者 

  住所 

   名称 

  代表者 

  電話番号 

 

５ 補助金振込先金融機関 

名 称 
銀行 

農協 

支店 

支所 

口座種別 普通 当座 

口座番号  

(フリガナ) 

口座名義人 
 

 



 

（別紙２） 

地域材使用率計算書 

 

主要部材 
地域材 地域材以外 計 

（㎥） （㎥） （㎥） 

土台・大引
おおびき

・根太
ね だ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柱(通 柱
とおしばしら

・管柱
くだばしら

・間柱) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桁・はり・筋交い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小屋束
こ や づ か

・棟木
む な ぎ

・母屋
も や

・垂木
た る き

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

(ア) 

 

 

 

 

 

(イ) 

 

 

そ の 他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合   計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要部材に対する 

地域材使用率 

(ア)／(イ) 

％ 

  (注１) 体積は、㎥単位とし、算出された数値に少数第４位に満たない端数があ

るときは、少数第５位を四捨五入する。                            

(注２) 使用率は、％単位とし、算出された数値に少数第１位に満たない端数が

あるときは、少数第２位を四捨五入する。                                       

 

 



 

（別紙３） 

地域材納品証明書 

  年  月  日 

（施工業者） 

所在地 

名称 

代表者職氏名        様 

（納品業者） 

所在地 

製材業者名 

代表者職氏名        印 

電話番号 

 

 伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱第１条に規定する地域材を

納品したことを証明します。 

 

１ 納品住宅 

(１) 住宅の建築場所 

(２) 建築主 

２ 納品状況 

部材名 樹種 等級 

寸  法 
数量 

（本） 

材積 

（㎥） 
短 辺 

（㎜） 

長 辺 

（㎜） 

材 長 

（㎜） 

        

        

        

        

        

        

        

合    計   

備考 

 本様式は、えひめ材の家づくり促進支援事業実施要領第３に定める納材証明書を

もってこれに代えることができる。



 

（別紙４） 

地域材木造住宅建築証明書 

 

  年  月  日 

伊予市長         様 

（施工業者） 

所在地 

名称 

代表者職氏名     印 

電話番号 

 

 次の住宅は、伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱第３条第３号に

該当する在来工法（軸組工法）による地域材木造住宅であることを証明します。 

 

１ 住宅の建築場所  

２ 建築主  

３ 地域材使用量(ア)                   ㎥ 

４ 主要部材に対する木材使

用量(イ) 
                  ㎥ 

５ 主要部材に対する地域材

使用率(ア)／(イ) 
                  ％ 

６ 工事契約日 年 月 日 

７ 建築着工年月日 年 月 日 

８ 建築完了予定年月日 年 月 日 

備考 

１ 体積は、㎥単位とし、算出された数値に少数第４位に満たない端数があると

きは、少数第５位を四捨五入すること。 

２ 使用率は、％単位とし、算出された数値に少数第１位に満たない端数がある

ときは、少数第２位を四捨五入すること。 

 

 



 

様式第２号（第７条、第８条関係） 

 

伊予市指令第   号 

 

（申請者の住所） 

（申請者氏名） 

 

    年  月  日付け第  号で申請のあった    年度伊予市木造新

築住宅建築支援事業費補助金については、伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助

金交付要綱（以下「要綱」という。）第７条（第８条第２項）の規定に基づき、下記

のとおり補助金を交付する。 

 

     年  月  日 

 

                      伊予市長        印 

 

記 

 

１ 補助金の交付対象となる事業は、    年  月  日付け第  号で申請

のあった   年度伊予市木造新築住宅建築支援事業とし、その補助金の額は、

次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における事業の補

助金の額については、別に通知するところによるものとする。 

 

補助金の額 金        円 

 

２ 補助金の交付を受ける事業実施主体（以下「補助事業者」という。）は、要綱

に従わなければならないこと。 

３ 補助事業者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、か

つ当該収入及び支出についての証拠書類を、補助事業終了年度の翌年度から起算

して５ヶ年間整備保管しなければならないこと。 

４ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行

が困難になった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなけれ

ばならないこと。 

５ この補助金に係る要綱及びこれらに基づく市長の命令並びに補助金の交付決

定の内容又はこれに付した条件等に違反したときは、当該補助金の額の確定後に

おいても交付決定の全部又は一部を取消し、補助金等の全部又は一部に相当する

額を市に返還させることがあること。 



 

様式第３号（第８条関係） 

 

伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付変更（中止）申請書 

 

  年  月  日 

 

 伊予市長    様 

 

住所 
氏名             印 
 

 

年  月  日付け伊予市指令第   号で、補助金交付決定の通知があ

った    年度伊予市木造新築住宅建築支援事業を、次のとおり変更（中止）し

たいので、伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定

により関係書類を添えて申請します。 

 

１ 変更（中止）の理由 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

備考  

１ 補助金は、１，０００円単位とし、１，０００円未満は切り捨てること。 

２ 事業変更計画書は、要綱第６条の補助金交付申請書の（別紙１）に準じて

作成し、変更前のものを括弧書で上段に記載すること。 

３ 地域材使用率変更計算書は、要綱第６条の補助金交付申請書の（別紙２）

に準じて作成し、変更前のものを括弧書で上段に記載すること。 

 

添付書類 １ 事業変更計画書  

      ２ 地域材使用率変更計算書 

      ３ その他市長が必要と認める書類 



様式第４号（第９条関係） 

 
伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金請求書 

 

 

年  月  日  

 

伊予市長     様 

 

 

 

 
 

￥                     
 

 
 伊予市木造新築住宅建築支援事業費補助金交付要綱第９条第１項の
規定により、上記のとおり補助金を請求します。 
 
   
 
   
 

住所 
氏名            
 

 
 
 

 


